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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、企業理念「あってよかった、出会えてよかった、と思われる存在でありたい。」の実現に向けて、役職員の行動基準となるコンプライアンス
憲章を制定し、実践することにより、コンプライアンスの徹底とお客さま本位の業務運営の実現、健全な組織風土・企業文化の醸成に努め、企業
価値の向上を図ってまいります。

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本方針は以下のとおりです。

１．株主の権利が実質的に確保されるよう適切な対応を行うとともに、株主がその権利を適切に行使することができる環境の整備に取り組み、株
主の権利・平等性の確保に努めます。

２．持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に向け、お客さま、社員及び地域社会をはじめとする様々なステークホルダーを尊重し、適切な協
働に努めます。

取締役会は、ステークホルダーの権利・立場や健全で倫理的な事業活動を尊重する企業文化・風土の醸成に努めます。

３．「誠実かつ公正で透明性のある企業活動」を当社社員による全ての行動・判断の基準となるコンプライアンス憲章の一つとして掲げ、法令や
ルールのみならず社会規範や銀行の公共性に鑑みた誠実な行動を行います。当社は、財務情報のみならず、非財務情報についても、銀行法を
はじめとする諸法令等に基づき適時・適切に開示を行います。また、法令に基づく開示以外の情報についても積極的な情報提供に努めます。

取締役会は、非財務情報を含む情報について、正確で分かりやすく、有用性の高いものとなるよう努めます。

４．監査等委員会設置会社制度のもと、取締役会の監督機能の強化を図るとともに、監視体制の強化を通じて、経営の透明性・客観性を高めてま
いります。また、内部統制システム構築の基本方針に基づき、法令や定款に適合し、かつ適正な業務運営を遂行するための体制を整備します。

５．持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、株主との間で建設的な対話を行います。

取締役・執行役員は、株主との対話を通じて、自らの経営方針を分かりやすく説明し、その理解を得る努力を行い、株主を含むステークホルダー
の立場に関してバランスのとれた理解と適切な対応に努めます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

コーポレートガバナンス・コードの各原則について、全てを実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４．政策保有株式】

（１）政策保有に関する方針

・当社は、取引先との十分な対話を経たうえで、政策投資目的で保有する株式（以下「政策保有株式」といいます）の残高削減を方針とします。

・当社は、取引先との安定的・中長期的な取引関係の構築、業務提携、アライアンスビジネス展開の円滑及び強化等の観点から、当社の中長期
的な企業価値向上に資すると判断される場合に、政策保有株式を保有します。

・取締役会は、全ての政策保有株式について、保有の意義、中長期的な経済合理性や将来の見通しについて検証し、保有の適否を判断します。

・当社は、当社株式を政策保有株式として保有している取引先企業から当社株式の売却の申出があった場合、当該企業との取引を縮減すること
やその他の取引に関する制限を示唆することなどにより、売却を妨げる行為は行いません。

【政策保有株式の銘柄数及び貸借対照表計上額（2025年度末）】

　　　　　　　　　　銘柄数(銘柄)　　　　貸借対照表計上額の合計額(百万円)

上場株式　　　　　　　　　　　24　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　62,547

非上場株式　　　　　　　　 　70　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,056

（２）政策保有株式の削減目標

・資本業務提携のシナジーが発揮されており、今後もさらなる協業領域の拡大を見込む株式会社クレディセゾンの株式は、戦略的に継続保有する
方針です。

・株式会社クレディセゾンの株式以外の政策保有株式については、2028年度末を目処に貸借対照表計上額の合計額を、連結純資産の2.5%程度
へ縮減させることを目指します。

※2023年度以降の政策保有株式の削減額（売却総額）は、246億円です。

※連結純資産対比の削減目標及び削減額は、みなし保有株式を含みます。

（３）個別株式の保有適否に関する検証

・当社は、全ての政策保有株式について、個別に中長期的な視点からの成長性・収益性、取引関係強化等の定性的な必要性及び資本コスト等の
定量的指標に基づく経済合理性（リスク・リターン）を、取締役会等で検証してまいります。

（４）政策保有株式に係る議決権行使基準

・当社は、政策保有株式の議決権行使にあたり、発行企業の経営方針、ガバナンス、業容などを勘案したうえで、当社にとっての中長期的な経済
合理性の観点を踏まえ、総合的に賛否を判断します。なお、当社は議決権の行使にあたり、企業価値の大きな毀損につながることが想定される議



案や、特別な注意を要するときは、必要に応じて個別に発行企業との対話等を行い、賛否を判断しています。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

（１）当社及び株主共同の利益を保護するため、取締役会規程において、次に該当する取引を行う場合は、取締役会の承認を要することを定めて
います。

・取締役が競業取引又は利益相反に該当する取引を行う場合

・当社と取締役又は主要株主等との間において、重要な取引又は定型的でない取引を行う場合

（２）取締役会規程において、取締役が競業取引又は利益相反に該当する取引を行った場合には、取引結果について取締役会に報告を要するこ
とを定めています。

また、取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）と当社との間の利益相反取引を承認する場合には、その取引について、監査等委
員会に事前の承認を求めることができることを定めています。

（３）取締役の利益相反取引を把握するため、取締役及びその二親等以内の親族と当社グループとの間の取引（役員報酬を除く）の有無、内容を
毎年定期的に、コンプライアンス統括部長が報告を受けることとしています。

【補充原則２－４①．多様性の確保に向けた人材育成方針と社内環境整備方針】

当社の多様性の確保に向けた人材育成方針と社内環境整備方針については、本報告書「Ⅲ．３ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状
況に掲載しておりますのでご参照ください。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社の企業年金資産は、企業年金基金を通じて給付金等の支払いを将来にわたり確実に行うため、必要とされる総合収益を長期的に確保するこ
とを目的に運用しております。基金がアセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう、人事・財務・市場運用の業務に精通した者で構成さ
れる資産運用委員会を設置し、理事会に対し運用の基本方針、運用ガイドライン及び政策的資産構成割合の策定並びに見直しを行っており、年
金財政の適正な運営を実現するための体制を構築しております。

また、資産運用委員会及び理事会の構成員は職員組合からも選出されており、企業年金の受益者と会社との間に生じ得る利益相反が適切に管
理される体制としております。

【原則３－１．情報開示の充実】

（１）当社は、財政状態・経営成績等の財務情報や法令に基づく開示のみならず、企業理念、中期経営計画、リスクやコーポレート・ガバナンスに係
る情報等の非財務情報、法令に基づく開示以外の情報等についても、積極的な開示に努めています。

企業理念及び中期経営計画については、当社ホームページに掲載しておりますので、ご参照ください。

【企業理念】

（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/corporate/philosophy/index_1.html）

【中期経営計画】

（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/managementplan/）

【リスクやコーポレート・ガバナンスに係る情報等の非財務情報】

（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/sustainability/governance/）

（２）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び基本方針

本報告書「Ⅰ．１基本的な考え方」に記載しておりますので、ご参照ください。

（３）経営陣幹部・取締役の報酬等を決定するにあたっての方針と手続

本報告書「Ⅱ．１取締役報酬関係」に記載しておりますので、ご参照ください。

（４）経営陣幹部の選解任、取締役候補の指名を行うにあたっての方針と手続

当社は、経営幹部、監査等委員でない取締役及び監査等委員である取締役の条件として、企業理念に共感し、当社の事業ビジョンを先導して企
業価値を向上していくために、コンプライアンスの徹底、お客さま本位の業務運営の実現及び健全な組織風土・企業文化を醸成し、リーダーシップ
をとって経営にあたれることや、当社の経営者としてふさわしい資質、能力及び知識・経験を備えていることとしています。

取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補者の指名を行うにあたっての方針と手続については、客観性・透明性の高いプロセスとして、任意
の指名・報酬委員会（独立社外取締役を委員長とし、委員の過半数を独立社外取締役で構成）にて、候補者の経歴、実績、評価、会社の状況・業
績等を踏まえ、十分に審議を行ったうえで取締役会へ勧告し、取締役会は、これを尊重し、監査等委員である取締役については監査等委員会の
同意を経て決定することとしています。

代表取締役の選任・解任は、会社における最も重要な戦略的意思決定であることを踏まえ、取締役会からの諮問に応じ、任意の指名・報酬委員
会にて、候補者の経歴、実績、評価、適正について、十分な時間と資源をかけて審議を行ったうえで取締役会へ勧告し、取締役会はこれを尊重し
て決定することとし、客観性・適時性・透明性ある手続きとしています。

（５）経営陣幹部・取締役の選任の理由

現取締役の選任理由については、「第215期定時株主総会招集ご通知」の株主総会参考書類に記載しております。

（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/soukai/）

【補充原則３－１③．サステナビリティについての取組み】

当社のサステナビリティについての取組みは、有価証券報告書、統合報告書（ディスクロージャー誌）、IR資料、及びホームページに開示をしてお
ります。

有価証券報告書（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/irLibrary/）

統合報告書（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/disclosure/）

IR資料（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/irLibrary/）

ホームページ（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/sustainability/）

【補充原則４－１①（経営陣に対する委任の範囲）】　

取締役会は、法令、定款又は取締役会規程で決議事項を定め、経営に関する基本方針や重要な規程の制定、改定及び廃止等、重要事項の決定



を行っています。

取締役会は、取締役会規程において、業務執行会議に対する委任の範囲を明確にしております。業務執行会議は取締役会から委任された業務
執行に係る重要事項の審議及び決議を行い、その議事内容及び資料を取締役会に報告することとしております。

【原則４－９．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、社外取締役の独立性の要件を具体的に定めた「独立性判断基準」を制定しており、本報告書の「Ⅱ．１．【独立役員関係】その他独立役員
に関する事項」に記載しております。

【補充原則４－１０①．任意の仕組みの活用】

当社は、独立社外取締役を委員長とし、委員の過半数を独立社外取締役で構成する任意の指名・報酬委員会を設置しております。

任意の指名・報酬委員会は、取締役・執行役員の選解任及び方針等、並びに取締役（監査等委員である取締役を除く）・執行役員の報酬及び方
針等について取締役会に勧告しております。

経営陣幹部の選解任、取締役候補の指名を行うにあたっての方針と手続については、「【原則３－１．情報開示の充実】（４）に記載しております。

また、任意の指名・報酬委員会の構成については、本報告書「Ⅱ．１．機関設計・組織運営等に係る事項」の「【指名委員会又は報酬委員会に相当
する任意の委員会の有無】」の補足」に掲載しておりますので、ご参照ください。

【補充原則４－１１①（取締役会の多様性及び規模に関する考え方）】　

当社は、経営環境の変化等に柔軟かつ機動的に対応するため、経営における監督と執行の機能を分離し、経営の効率性を高める方法として執
行役員制度を導入するとともに、取締役会の活性化と経営の透明性を高める目的で社外取締役を複数名選任し、定款の定める取締役（監査等委
員である取締役を除く。）の員数12名以内、監査等委員である取締役の員数3名以上5名以内で取締役会を構成しています。

取締役候補者の選任にあたっては、企業理念に共感し、当社の事業ビジョンを先導して企業価値を向上していくために、コンプライアンスの徹底、
お客さま本位の業務運営の実現及び健全な組織風土・企業文化を醸成し、リーダーシップをとって経営にあたれることや、当社の経営者としてふ
さわしい資質、能力及び知識・経験を有し、その職責を全うする者を候補者としています。

さらに、取締役会全体としての知見・経験・能力のバランス及び多様性を重視しています。

詳細については、本報告書「Ⅱ．１．機関構成・組織運営等に係る事項」「Ⅱ．２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項」を
ご参照ください。

当社の取締役（監査等委員である取締役を含む）が有する主なスキル・経験等を一覧化したスキルマトリックスを、「株主総会招集ご通知」の参考
資料において開示しています。

【補充原則４－１１②（取締役の兼職の状況）】

毎年、取締役の重要な兼職の状況を、「株主総会招集ご通知」の参考書類や事業報告等の開示書類において開示しています。

【補充原則４－１１③（取締役会の実効性評価）】

当社は、毎年、取締役会全体の実効性を分析・評価し、継続的に取締役会の機能向上に取り組んでおります。

2025年度の取締役会の実効性評価の手法及び結果の概要は以下のとおりです。

１．分析・評価の手法

実効性評価の客観性や透明性を確保するため、監査等委員を含む全ての取締役に対して5段階評価・無記名式のアンケート及び取締役会顧問
弁護士によるインタビュー（希望者）に加え、アンケートの集計、分析及び評価を取締役会顧問弁護士に依頼いたしました。

＜アンケートの項目＞

①取締役会の構成7項目

②取締役会の審議・運営17項目

③ガバナンス体制に関する事項等27項目

④取締役会が果たすべき役割・責務等　自由記述

２．評価

2025年度のアンケートの結果、多くの項目で評価は良好でした。ガバナンス体制に関する事項等に対する評価は概して高く、取締役会全体の実
効性が確保されていることを確認いたしました。

一方、アンケート及びインタビューの結果をもとに認識した課題は次のとおりです。

①取締役会における多様な専門性の確保

当社取締役会は実質的な意思決定機関として機能しているとの評価ですが、専門性についても一層の多様性を確保することで意思決定の品質を
更に向上させる必要があるとの課題が挙げられ、例えば、スキルマトリックスで示している専門性のうち「IT・デジタル」領域における社外取締役の
拡充が必要との意見が挙がりました。

②より深度ある議論への発展

当社取締役会は実質的な議論がなされているとの評価ですが、中期経営計画などの戦略策定過程に早期から関与することでより建設的な審議
プロセスを担保する、報告事項についてはエグゼクティブサマリーを付すなどの工夫により審議の効率化を図る、社外取締役である取締役会議長
を中心にフリーディスカッションの機会を充実させていくこと等により、これまで以上に深度ある議論へと発展させていく余地があることが課題として
挙げられました。

３．改善に向けた取組み

「取締役会における多様な専門性の確保」については、例えば、「IT・デジタル」領域における社外取締役の拡充が必要との意見に対して、専門性
を持った外部アドバイザーの活用やシステムリスク委員会の審議内容のより詳細な報告等を通じて取締役会全体における「IT・デジタル」領域へ
の理解の深化を図るなど、多様な専門性の確保を意識した改善等を行うことにより、取締役会の意思決定の更なる品質向上に努めております。

「より深度ある議論への発展」については、個々の議案と経営戦略との関連性を可視化する仕組みを継続するとともに、業務執行会議で議論され
た内容を中心としたエグゼクティブサマリーを作成することにより、取締役会においてより深度ある議論がなされるように努めております。さらに、
中期経営計画の策定などの重要なテーマにおいては、取締役会やその事前説明会とは別に、全取締役が出席する協議の場を設定するなど、議
論をより一層深める工夫も取り入れております。

引き続き、取締役会全体の実効性を向上させる取組みを実施してまいります。

【原則４－１４②．取締役のトレーニングの方針】

当社は、社外取締役を含む取締役が、その役割、責務を果たせるよう、知識、情報を取得する機会及び外部専門家の助言を得る機会を継続的に
提供する方針を策定しております。



【原則５－１．株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するため、株主との間で建設的な対話を行っています。具体的な内容は以下の（１）から
（５）のとおりです。

（１）株主との対話については、総合企画本部を所管する取締役を責任者とし、株主からの対話の申込みに対して、積極的に機会を提供するととも
に、社長及び取締役等が対話に参加しています。

（２）株主との対話の申込み窓口を総合企画本部とし、営業部門やリスク管理部門と連携することにより、各種の経営情報を収集・分析し、適切な
形で株主へ提供する体制を整備しています。

（３）株主との対話の一環として、ホームページや統合報告書（ディスクロージャー誌）、ＩＲ資料等により、分かりやすい情報開示に努めています。

https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/irLibrary/

（４）株主との対話の中で把握した重要な意見や要望については、責任者である取締役から取締役会に報告いたします。

（５）重要な会社情報を適切に管理するとともに、インサイダー取引の未然防止を図るため当社及び他社の株式等の売買等の制限規程を定め、周
知徹底しています。また、会社情報の開示に関する規程を定め、フェア・ディスクロージャー・ルールに則り、投資者の視点に立った迅速、正確かつ
公平な会社情報の開示を適切に行うよう体制を整備しております。なお、株主の公平性を確保するため、各四半期の決算日から決算発表日まで
の期間中については、業績見通しに関する質問に対する回答やコメントを差し控えています。

【株主との対話実施状況等】

＜2025年度の主な活動実績＞

・株主総会、決算説明会(4回、参加者延べ143名)、国内・海外機関投資家等との対話(IR、151回)、株主との対話(SR、9回)

＜対話を行った機関投資家・株主、アナリストの概要(社数等は延べ数、アクティブ/パッシブの別は当社の認識)＞

A．拠点別

国内：57社　海外：103社

B．アクティブ/パッシブの別

アクティブ：120社　パッシブ：23社　セルサイド：17社

C．担当者の担当分野

ファンドマネージャー・アナリスト：195名　ESG担当・議決権行使担当：17名

＜対話の主なテーマ＞

・業績・経営戦略：中期経営計画における各戦略の進捗と今後の見通し

・クレディセゾンとの資本業務提携：協業の内容と具体的な施策の進捗と今後の展開

・資本政策：株主還元方針、政策保有株式の削減状況と削減目標

・金利ある世界：金利上昇のインパクト、変動金利貸出の占める割合、債券のデュレーション

・ESG：気候変動への取組み、人的資本投資、ガバナンス体制の実効性、取締役会等の多様性に向けた取組み

・その他：PBR１倍超に向けた具体的な取組み

＜株主意見のフィードバック＞

四半期毎、取締役会に報告を実施しています。2025年度は、7月、10月、1月、4月（計4回）に報告をいたしました。

＜経営や開示に取り入れたフィードバック＞

・ガバナンス体制の強化：独立社外取締役比率及び女性取締役比率の向上

・資本政策の透明性向上：自己資本比率ターゲットレンジの公表

・投資家エンゲージメントの強化：グローバルＩＲ活動の再開・実施及び英文開示の拡充

・非財務情報の開示拡充：情報セキュリティ対策に係る開示内容の充実、ホームページの株主・投資家向けページ

　　　　　　　　　　　　　　　　　及びサステナビリティページの拡充

・対話のさらなる深化：SR活動の高度化推進

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 有り

アップデート日付 2026年5月28日

該当項目に関する説明

該当項目に関する説明

・「ROE 11.0％ 以上」※1を 2028年度に目指す水準として設定し、着実にROE向上を図ります。

・自己資本比率のターゲットを実質 10％程度※2とし、資本の健全性や成長のための投資との最適バランスを検討しながら、株主還元の充実に努

めます。

※1連結ベース（東証基準）

※2単体ベースでの自己資本比率。有価証券評価差額金が評価損である場合には、当該評価損をコア資本より控除。

　資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応の詳細については、以下に記載しております。

（ⅰ）中期経営計画

（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/managementplan/）

・中期経営計画　2026年度～2028年度資料　P26～28

（ⅱ）中期経営計画（英文）

（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/common/english/midterm/）

・Suruga Bank Mid-term Business Plan（FY2026 -FY2028）　P26～28

（ⅲ）決算説明会資料（プレゼンテーション資料）



（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/investors/irLibrary/）

・2025年度通期決算ハイライト　P11、13～14

・2025年度（2026年3月期）通期決算説明会資料 P10～P12

（ⅳ）決算説明会資料（プレゼンテーション資料）（英文）

（https://www.surugabank.co.jp/surugabank/common/english/ir_library/）

・Highlights of Financial Results　P11、13～14

・Financial Results for FY2025(FY3/26) P10～P12

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社クレディセゾン 29,440,900 17.19

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 17,042,900 9.95

明治安田生命保険相互会社 7,351,883 4.29

NORTHERN TRUST CO．(AVFC) RE NON TREATY CLIENTS ACCOUNT 7,268,300 4.24

INDUS SELECT MASTER FUND, LTD. 5,884,800 3.43

一般財団法人スルガ奨学財団 5,401,450 3.15

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103 5,335,351 3.11

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,107,400 2.98

損害保険ジャパン株式会社 4,029,848 2.35

INDUS JAPAN LONG ONLY MASTER FUND，LTD 2,866,700 1.67

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

※上記【大株主の状況】に記載している「割合」は、2026年3月末時点の発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合を記載
しております。

(自己株式の取得)

当社は、2026年4月24日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による当社定款第33条の規定に基づき、会社法第156条
第１項の規定に基づく自己株式の取得枠設定に係る事項を決議いたしました。

取得する株式の種類

　普通株式

取得する株式の総数

　5,000,000株(上限) （発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 2.92％）

株式の取得価格の総額

　12,000,000,000円(上限)

取得期間

　2026年5月15日から2026年12月31日

取得方法

　市場買付け

（自己株式の消却）

2026年4月24日開催の取締役会において、会社法第178 条の規定に基づき、自己株式の消却を行うことを決議いたしました。

消却する株式の種類

　普通株式

消却する株式の数

　25,000,000 株

　（消却前発行済株式総数に対する割合12.68％）

消却日

　2026年5月14日（※）

　　

（ご参考）

消却後の当社の発行済株式の総数は、普通株式172,139,248株となります。



※2026年5月14日に消却を実施いたしました。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 銀行業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

当社は、上場会社である株式会社クレディセゾンの持分法適用会社です。

当社は、当社の経営の独立性が尊重されることを前提に、同社の経営管理を円滑に運営させることを目的に具体的な取り決めを行うとともに、会
社法及び銀行法等の法令の趣旨に則り、適切なリスク及びコンプライアンス管理・内部監査を実施し、その実施状況を同社へ報告しております
が、当社は、当社の責任により意思決定を行い、同社から独立した経営・事業運営を行っており、当社のコーポレート・ガバナンスに重要な影響を
与える特別な事情はありません。

なお、当社と株式会社クレディセゾンとの間で締結している資本業務提携契約（2023年5月18日締結）の内容等につきましては、2026年6月17日提
出の当社第215期有価証券報告書の「第２【事業の状況】 ５【重要な契約等】」に記載しておりますので、ご参照ください。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 17 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社外取締役

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 6 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

6 名

会社との関係(1)



氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

草木　頼幸 他の会社の出身者

山本　幸央 他の会社の出身者

岩木川　雅司 他の会社の出身者

行方　洋一 弁護士

鈴木　素子 税理士

澤　由紀子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

草木　頼幸 　 ○ 該当ございません。

＜社外取締役の選任理由＞

証券・シンクタンク分野での経営経験に基づく
高い見識を活かし、取締役会議長として公正か
つ実効性のある議事運営を主導し、意思決定
の透明性確保に大きく貢献しております。これ
までの実績を踏まえ、現中期経営計画におけ
る持続可能な収益構造の確立を客観的な立場
から監督し、ガバナンスのさらなる高度化に資
すると判断し、社外取締役に選任しておりま
す。

＜独立役員の指定理由＞

草木頼幸氏は、当社が定める独立性判断基準
を満たしており、一般株主との利益相反が生じ
るおそれがなく、公正な立場で、業務執行の妥
当性等当社の経営について客観性及び中立性
を重視した助言をいただけると考えられるた
め、独立役員としております。

山本　幸央 　 ○ 該当ございません。

＜社外取締役の選任理由＞

大手生命保険会社での経営経験に加え、人
事・労務分野の深い専門性を有しております。
任意の指名・報酬委員会の委員長として、役員
人事や報酬体系の客観性・妥当性の確保に尽
力するとともに、現中期経営計画の柱である
「人的資本投資の拡大」に対し、豊富な知見を
活かした有益な監督・助言を期待できると判断
し、社外取締役に選任しております。

＜独立役員の指定理由＞

山本幸央氏は、当社が定める独立性判断基準
を満たしており、一般株主との利益相反が生じ
るおそれがなく、公正な立場で、業務執行の妥
当性等当社の経営について客観性及び中立性
を重視した助言をいただけると考えられるた
め、独立役員としております。



岩木川　雅司 　 ○ 該当ございません。

＜社外取締役の選任理由＞

長年にわたる証券業界での経験や地方銀行の
社外役員としての実績から、金融・資本市場全
般に精通しております。現中期経営計画におけ
る「有価証券運用の高度化」や「RORAマネジメ
ント」の推進に対し、資本市場の視点も含めた
監督と助言を期待できると判断し、社外取締役
に選任しております。

＜独立役員の指定理由＞

岩木川雅司氏は、当社が定める独立性判断基
準を満たしており、一般株主との利益相反が生
じるおそれがなく、公正な立場で、業務執行の
妥当性等当社の経営について客観性及び中立
性を重視した助言をいただけると考えられるた
め、独立役員としております。

行方　洋一 ○ ○ 該当ございません。

＜社外取締役の選任理由＞

弁護士としての職歴に加え、金融関連業務に
精通し、豊富な経験と高い見識・専門性を有し
ております。今後もその経験を経営の監査・監
督強化に活かすことができるものと判断し、監
査等委員である社外取締役に選任しておりま
す。

＜独立役員の指定理由＞

行方洋一氏は、当社が定める独立性判断基準
を満たしており、一般株主との利益相反が生じ
るおそれがなく、公正な立場で、業務執行の妥
当性等当社の経営について客観性及び中立性
を重視した助言をいただけると考えられるた
め、独立役員としております。

鈴木　素子 ○ ○ 該当ございません。

＜社外取締役の選任理由＞

当社本店所在地である沼津市において長年に
わたって税理士事務所を経営しており、地域経
済や地元企業の特性、現状に精通しておりま
す。税理士としての豊富な経験と高い見識・専
門性を有していることに加え、様々な公職等を
歴任しており、その経験を経営の監査・監督強
化に活かすことができるものと判断し、監査等
委員である社外取締役に選任しております。

＜独立役員の指定理由＞

鈴木素子氏は、当社が定める独立性判断基準
を満たしており、一般株主との利益相反が生じ
るおそれがなく、公正な立場で、業務執行の妥
当性等当社の経営について客観性及び中立性
を重視した助言をいただけると考えられるた
め、独立役員としております。

澤　由紀子 ○ ○ 該当ございません。

＜社外取締役の選任理由＞

銀行・外資系投資銀行・メーカー・商社など幅
広い業界において、コーポレート戦略部門やM
&Aアドバイザリー・資本市場部門での豊富な経
験と知見を有しております。ベンチャー企業に
おいてＣＦＯを務めるなど財務にも精通してお
り、その経験を経営の監査・監督強化に活かす
ことができるものと判断し、監査等委員である
社外取締役に選任しております。

＜独立役員の指定理由＞

澤由紀子氏は、当社が定める独立性判断基準
を満たしており、一般株主との利益相反が生じ
るおそれがなく、公正な立場で、業務執行の妥
当性等当社の経営について客観性及び中立性
を重視した助言をいただけると考えられるた
め、独立役員としております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性



全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき監査等委員会事務局を設置し、専任の使用人を配置しております。当該使用人は、監査等委員会の指揮命令
に従って職務を遂行するものとし、当該使用人の人事考課、人事異動、懲戒処分については、監査等委員会の同意を得るものとしており、執行部
門からの独立性を確保しています。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、会計監査人監査の相当性判断及び会計監査の適正性並びに信頼性を確保するため、会計監査人から監査計画、監査体制及
び監査結果の説明聴取並びに意見交換の実施など、緊密な連携を図っています。また、内部監査部門との間で、監査方針、監査計画、監査実施
状況及び監査結果について、定期的に意見交換を実施し、緊密な連携を図っております。さらに、監査等委員会、会計監査人及び内部監査部の
連携会議を年2回開催し、連携の強化を図っております。このように、監査等委員会、会計監査人及び内部監査部は、相互に連携して効率的な監
査を目指し、コーポレート・ガバナンスの有効性を発揮するよう努めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

「指名・報酬委員会」は、取締役等の人事や報酬について、取締役会に対して勧告を行うこととしております。議長に山本取締役を選任し、委員に
は岩木川取締役及び加藤取締役を選任しており、委員の過半数を独立社外取締役とすることで、独立性を確保しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

・当社は、独立性基準を満たす社外取締役を全て独立役員に指定しております。

・当社では、社外取締役が独立性を有すると判断するためには、次の要件にいずれも該当しないことが必要であると考えております。

１．当社又はその関連会社の業務執行取締役若しくは執行役員又はその他の使用人（以下、「業務執行者」という。）、又は、その就任前10年間に
おいて当社又はその関連会社の業務執行者であった者

２．当社の総議決権の10％以上の議決権を保有する株主又はその業務執行者である者

３．当社又はその関連会社と重要な取引関係等がある会社又はその親会社若しくは重要な子会社の業務執行者である者



※重要な取引関係等は、以下のいずれかに該当する取引等をいう。

（１）直近の事業年度における、当社の連結業務粗利益又は取引先の連結総売上高の2％以上である取引等

（２）当社又はその関連会社の融資残高が取引先の事業報告に記載され、かつ他の調達手段で短期的に代替困難と判断される場合

※重要な子会社とは、事業報告の「重要な親会社及び子会社の状況」（会社法施行規則第120条第1項第7号）等の項目又はその他一般に公表す
る資料において「重要な子会社」として記載されているか否かによって判断する。

４．当社又はその関連会社の弁護士やコンサルタント等として、当社役員報酬以外に過去3年平均にて1,000万円以上の報酬その他財産上の利益
を受け取っている者。又はそれが法人・団体等である場合、当該法人・団体の連結売上の2％以上を当社又はその関連会社からの受取りが占め
る法人・団体等の業務執行者である者

５．当社・連結子会社等の会計監査人又は当該会計監査人の社員等である者

６．当社・連結子会社等から過去3年平均にて年間1,000万円又は当該法人・団体等の年間総費用の30％のいずれか大きい額を超える寄付等を
受けている法人・団体等の業務執行者である者

７．上記2から6について、過去5年間において該当する場合

８．配偶者又は2親等以内の親族が上記1から6までのいずれかに該当する者

９．当社又はその関連会社から取締役を受け入れている会社又はその親会社若しくはその子会社等の業務執行者である者

10. その他、当社の一般株主全体との間で上記1から9までで考慮されている事由以外の事情で、恒常的に実質的な利益相反が生じるおそれがあ

る者

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は2025年6月25日開催の第214期定時株主総会の決議により、取締役（非業務執行取締役、監査等委員である取締役を除く。）を対象とする
株式報酬制度として、信託型株式報酬制度を導入しております。

詳細は、本報告書の「取締役報酬関係」に記載しておりますので、ご参照ください。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

当事業年度（自2025年4月1日 至2026年3月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

<区　分>　　　　　　　　　　<支給人数>　<報酬等の総額>　<基本報酬>　<賞与>　<株式報酬（非業績連動部分）>　<株式報酬（業績連動部分）>

取締役(監査等委員除く)　　　　　8名　　　　　　　284　　　　　　　　138　　　　　35　　　　　　　　　　　　　　61　　　　　　　　　　　　　　　　　 49

（うち社外役員）　 　　　　　　　　（3名）　　　　　　 （33）　　　　　　　（33）　　　 （―）　　　　　　　　　　　　 （―）　　　　　　　　　　　　　　　　（―）

取締役(監査等委員)　　　　　　　 5名　　　　　　　　57　　　　　　　　 57　　　　　―　　　　　　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　　　　　　　　―

（うち社外役員）　 　　　　　　　　（4名）　　　　　　 （37）　　　　　　　（37）　　　 （―）　　　　　　　　　　　　 （―）　　　　　　　　　　　　　　　　（―）

（注）

１　取締役（監査等委員を除く）の支給人数には、無報酬の取締役１名を含んでおりません。

２　「賞与」は、当事業年度における役員賞与引当金繰入額を記載しております。制度概要としては、年度ごとの当社グループの会社業績、担当部
門の業績及び取締役個人の業務執行に対するインセンティブ付与を目的として、各役員の目標達成度等に応じて0～150％の範囲内で変動するも
のです。2025年度の実績については120.7％であります。

３　「株式報酬」は、当事業年度における信託型株式報酬に係る費用計上額を記載しております。当社は非金銭報酬として信託型株式報酬を導入
しております。制度概要としては、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く）に対し非業績連動部分の固定ポイントと業績連動部
分の業績連動ポイントを毎年付与し、退任時にポイント数に相当する当社株式を交付するものです。なお、2025年度の業績指標としては当社の中
期経営計画における財務目標である連結当期純利益等を選択しております。本指標を選択した理由としては、株主の皆さまとの利害共有のため



に掲げている中期経営計画を重要視しているためです。2025年度の実績については150％であります。

４　上記人数には、2025年6月25日に退任した取締役2名（うち監査等委員1名）を含んでおります。

５　2019年6月26日開催の第208期定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は年額300百万円以内（うち社外取締役50
百万円以内）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は7名（うち、社外取締役は4名）です。また、同定時株主総
会において、監査等委員である取締役は年額100百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締
役の員数は3名（うち、社外取締役は3名）です。2025年6月25日開催の第214期定時株主総会において、第209期に決議された株式報酬制度であ
るPSU（業績連動型株式ユニット）及びRSU(譲渡制限付き株式ユニット)から信託型株式報酬制度への切り替えを決議いただいております。第208
期定時株主総会における決議とは別に、業務執行取締役（国内非居住者を除く。）に対する信託報酬型株式報酬として、対象期間毎に拠出される
金員の上限は150百万円に対象期間の事業年度数を乗じた金額（ただし、2026年3月31日で終了する1事業年度においては、事後交付型株式報
酬制度からの移行措置として取締役に付与するポイントに係る当社普通株式の取得原資として600百万円を上限とする金員を別途拠出）、交付等
が行われる当社普通株式等の数の上限は1事業年度あたり400,000ポイント（ただし、2026年3月31日で終了する1事業年度においては、事後交付
型株式報酬制度からの移行措置として260,000ポイントを上限とするポイントを別途付与）（1ポイントは当社普通株式1株）とする決議をいただいて
おります。当該定時株主総会終結時点の株式報酬の対象となる取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く）の員数は4名です。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

報酬ポリシー

１．経営方針

当社は、“お客さま本位の業務運営の先にある当社が目指す姿”、“そのために追求するべきこと”を検討した結果、「あってよかった、出会えてよ
かった、と思われる存在でありたい。」と表現する新たな企業理念に至りました。お客さま本位の業務運営を徹底し、当社の強みであるリテールバ
ンキングを通じた独自の価値提供によりお客さまに心から満足していただき、結果として、株主、社員、そして社会にも価値提供することができる“
新しいスルガ銀行の姿”の創出を目指します。

２．役員報酬の基本方針

当社は、役員報酬を上記の経営方針を実現するための位置づけとし、以下の点に基づき、構築・運用するものとします。

・当社グループの業績や株式価値との連動を重視し、短期的な業績のみならず、中長期的に継続した業績向上と企業価値向上への貢献意欲を
一層高める制度とします。

・経営方針の実現を担う優秀な人材を社内外から確保することを目的に、各職責に応じた適切な報酬水準・報酬体系とします。

・報酬決定プロセスの客観性・透明性を確保し、全てのステークホルダーの皆さまから信頼される報酬制度とします。

・具体的な役員報酬制度の設計については、今後の法制度の動向や社会的な動向を踏まえ、常に適切な報酬制度であり続けるよう継続して検討
します。

３．報酬ガバナンス

役員報酬制度の内容の独立性・客観性・透明性を高めるために、取締役会の任意の諮問機関として、委員長及び委員の過半数を独立社外取締
役とする任意の指名・報酬委員会を設置しております。役員報酬の基本方針や役員報酬制度の内容等につき十分な審議を経たうえで、取締役会
に対して助言・提言を行います。また、社外からの客観的視点及び役員報酬制度に関する専門的知見を導入するため、外部の報酬コンサルタント
を起用し、その支援を受け、外部データ、経済環境、業界動向及び経営状況等を考慮し、報酬制度の内容について検討することとします。取締役
会は、個人別の報酬額について、指名・報酬委員会に原案を諮問するとともに、代表取締役社長に対し、個人別の報酬額の具体的内容を、指名・
報酬委員会の答申を踏まえて決定することを委任するものとします。指名・報酬委員会に諮問する内容は、各取締役の基本報酬の額、各取締役
の目標達成度等を踏まえた賞与の評価配分、株式報酬の基準額及び業績連動の内容とします。また、上記の委任を受けた代表取締役社長は、
当該諮問による答申の内容を踏まえた決定をしなければならないこととします。

４．報酬水準

役員報酬の水準については、上記の基本方針に基づき適正な水準になるよう決定しております。具体的には、当社の事業内容及び経営環境を考
慮しながら、外部調査機関の提供するデータベースを定期的に確認し、同業他社（地方銀行）や利益水準が同規模である企業の役員報酬水準を
参考に決定します。

５．報酬構成

当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下同じ。）の報酬は、各役員の役割や役位に応じた「基本報酬（金銭）」、短期
インセンティブ報酬としての「賞与（金銭）」、及び中長期インセンティブ報酬としての「株式報酬（株式）」の3部構成とします。また、報酬構成の標準
モデルは、基本報酬60％、賞与20％、株式報酬20％を原則としますが、各役員の役割や役位によっては、会社業績及び企業価値向上へのコミッ
トメントをより強める観点から、インセンティブ報酬の比率を高める設計とすることで、中長期的な企業価値の向上を後押しするための報酬構成と
しております。なお、社外取締役及び監査等委員の報酬は、過度なリスクテイクを防止し、取締役を適切に監督する観点から、業績には連動させ
ず、「基本報酬」のみで構成されます。

６．報酬項目の概要

＜基本報酬＞

職責の大きさに応じて役割や役位ごとに金額を決定し、月額の固定報酬として支給します。

＜賞与＞

年度ごとの当社グループの会社業績、担当部門の業績及び取締役個人の業務執行に対するインセンティブ付与を目的として、原則、事業年度終
了後3ヵ月以内に支給します。本報酬は、各役員の目標達成度等に応じて、0～150%の範囲内で変動します。

＜株式報酬＞

当社グループの中長期的な会社業績及び企業価値の向上に対するインセンティブ付与及び株主との利害意識の共有を促すことを目的として、原
則として退任時に支給します。

株式報酬は、中期経営計画の目標達成度等に応じて決まる業績連動（Performance Share）部分と、株主との利害意識の共有を促す非業績連動（

Restricted Stock）部分により構成され、業績連動部分の割合はおおむね５割以上とします。

・業績連動（Performance Share）



中期経営計画における財務目標であるROE等を指標とし、目標達成度等に応じて0～150%の範囲内で変動します。

・非業績連動（Restricted Stock）

株主価値との連動を一層促すため、交付株式数固定の株式報酬として支給します。

なお、本制度は、対象者に対して毎年一定の時期に、役位等に応じて、業績連動部分及び非業績連動部分にかかるポイントをそれぞれ付与し、
退任時に、当社が設定した信託を用いて、ポイントの累積値に相当する当社株式を交付するものです。業績連動部分にかかるポイントは、中期経
営計画の期間の終了後に、中期経営計画における業績目標の達成度に応じて業績連動係数を乗じて変動します。

７．株式報酬の没収（クローバック・マルス）

過度なリスクテイクを抑制し、経営の健全性を確保するとともに、会計不正等の重大な不祥事や過年度決算の大規模訂正を未然に防止することを
目的に、株式報酬の全部又は一部の没収を求める条項（いわゆるクローバック条項、マルス条項）を株式交付規程に制定いたします。

取締役会が、取締役の在任期間中に重大な不適切行為等があったと判断した場合には、指名・報酬委員会での審議・答申結果を踏まえて、株式
報酬を受ける権利の全部若しくは一部の没収、又は支給済み株式報酬の全部若しくは一部の返還を当該取締役に請求するか否かにつき決議す
るものとします。

８．情報開示等の方針

役員報酬制度の内容については、ディスクロージャー・ポリシーに基づき、各種法令等に従い作成・開示することとなる有価証券報告書、株主総会
参考書類、事業報告、コーポレート・ガバナンス報告書及びホームページ等を通じ、迅速かつ積極的に開示します。また、株主や投資家の皆さまと
のエンゲージメントについても、積極的に実施します。

【社外取締役のサポート体制】

・取締役会事務局を設置し、取締役に対して適時適切な情報提供等、サポートをしております。

取締役会の顧問弁護士を選任し、取締役会の機能の強化を図っております。

・監査等委員を補佐するために監査等委員会事務局を設置し、専任の事務局員を配置し、監査等委員会の職務をサポートしております。監査等
委員会に専任の顧問弁護士を選任し、監査等委員会の機能の強化を図っております。なお、監査等委員会の顧問弁護士は、監査等委員会や会
計監査人との意見交換や重要な会議への参加など、監査活動に能動的に関与しております。

・指名・報酬委員会には、事務局を設置し、指名・報酬委員会の委員である取締役の職務をサポートしております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．取締役会　

取締役会は、法令、定款又は取締役会規程で決議事項を定め、業務執行の監督、及び経営に関する重要事項、基本方針等の審議及び決議を
行っております。

取締役会は取締役11名（うち社外取締役は6名）で構成され、原則毎月1回以上開催しております。

２．監査等委員会　　

監査等委員会は、内部統制システムを活用した監査を実施し、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議又は決議を行っております。

監査等委員である取締役は、監査等委員会で定めた監査方針及び監査計画に基づき、重要な会議へ出席し、また本部各部署や営業店の監査等
を通じて取締役の職務執行状況等を監査しております。

監査等委員会は監査等委員である取締役4名（うち社内取締役は1名、うち社外取締役は3名、うち女性2名）で構成され、原則毎月1回開催してお
ります。

また、監査等委員会は、監査等委員会監査を有効かつ効率的に実施するため、会計監査人、内部監査部、コンプライアンス統括部及び連結子会
社の役員等と、定期的な会合を開催して情報・意見交換を行い、連携を図っております。

３．指名・報酬委員会　

指名・報酬委員会は、取締役等の指名・報酬について取締役会に対して勧告を行うこととしており、取締役等の人事・報酬に関する手続の客観性



及び透明性を確保することで、監督機能を強化しております。

指名・報酬委員会は、委員の過半数を独立社外取締役、委員長を独立社外取締役とし、社内取締役1名、社外取締役2名で構成しております。

４．業務執行会議　

業務執行会議は、業務執行に係る重要事項の審議及び決議を行っており、業務執行会議の議事内容及び資料を取締役会に報告しております。

構成員は、代表取締役及び執行役員で構成され、原則毎月2回開催しております。

５．リスク委員会　　

ＡＬＭ委員会、統合リスク管理委員会のほか、各種リスク委員会を設置しております。各種リスク委員会は市場リスクや信用リスク等について、業
務執行会議に提案・報告するとともに、重要な事項については取締役会に報告することで、リスク管理体制の強化を図っております。

６．内部監査

社長直轄の内部監査部を設置し、内部監査規程その他社内規程等により、内部統制の適切性・有効性を検証しております。

内部監査部長は、内部監査の結果を、月次で社長及び監査等委員会並びにコンプライアンス関連事項はコンプライアンス委員会に報告し、取締
役会には3ヵ月に1度報告しております。また、外部専門機関によるコンサルティングや外部評価を受けることにより、監査品質の向上を図っており
ます。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

・当社は、監査等委員会設置会社を選択しております。

・取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会の構成員とし、適法性の観点だけでなく妥当性の観点からも監査等を行うことにより、
取締役会の監督機能の強化を図っております。また、監査等委員会には、監査等委員である取締役以外の取締役の選任・解任・辞任、報酬等に
ついての株主総会における意見陳述権が付与されており、経営の透明性・客観性を高めております。これらの監視体制を通じて、より一層のコー
ポレート・ガバナンスの充実を図ってまいります。

・経営における監督と執行の機能を分離し経営の効率性を高めるために執行役員制度を導入しております。

・取締役会の活性化と経営の透明性を高めるために社外取締役を選任し、経営環境の変化等に柔軟にかつ機動的に対応できる経営形態をとっ
ております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主の皆さまが議案等に十分な検討期間を確保できるよう、株主総会資料の電子提供制
度に対応し、法定期限前に株主総会資料を当社ホームページに掲載するとともに東京証
券取引所にも開示しております。

電磁的方法による議決権の行使 インターネットを利用しての議決権の行使を可能としております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪが運営する「議決権電子行使プラットフォーム」を採用しております。

招集通知（要約）の英文での提供
英文の招集通知は招集通知発送日の前営業日までに当社ホームページに掲載しており
ます。

その他

（１）株主総会招集通知を当社ホームページに掲載しております。

また、掲載日につきましては招集通知の発送日より、前倒した掲載を心がけております。

（２）招集通知のうち次の書類につきましては、法令及び定款に基づき、当社ホームページ
に掲載することにより株主の皆さまにご提供しております。

①当社の新株予約権等に関する事項

②連結株主資本等変動計算書

③連結計算書類の連結注記表

④株主資本等変動計算書

⑤計算書類の個別注記表

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無



アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

通期、半期の決算発表後に、国内決算ＩＲを社長、総合企画本部を所管する取
締役等を説明者として、開催しております。

第1四半期、第3四半期の決算発表後には、総合企画本部を所管する取締役
等を説明者として、テレフォン・カンファレンスを開催しております。

国内アナリスト・機関投資家とは、スモール・ミーティング等個別の説明会も随
時開催しています。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催

2025年9月北米、同年11月シンガポールを訪問し、当社の業績や経営戦略等
について説明を行っております。

また、国内においても、海外機関投資家・アナリストとのオンライン形式による
個別面談を日常的に実施しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

投資家向け情報として、ＩＲ資料、有価証券報告書、四半期報告書、決算情報、
決算説明会資料、統合報告書(ディスクロージャー誌)、株主総会招集通知、中
期経営計画資料、（英文）ＩＲ資料、（英文）決算情報、（英文）株主総会招集通
知、（英文）中期経営計画資料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲに関しては、総合企画本部広報室が担当しております。

担当窓口：055‐987-8675

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は「何よりもお客さまのことを考える銀行でありたい」という想いを実現するためには、
地域社会、お客さま、株主、社員などの全てのステークホルダーからの信用・信頼が不可
欠であるとの認識のもと、企業理念、コンプライアンス憲章を制定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

・環境保全活動については、店舗の新設やリニューアルオープンの際に、環境配慮型設備
の導入や、環境に配慮した金融商品・サービス等の提供など、環境問題に対して積極的に
取組んでおります。

店舗の新設やリニューアルオープンの際に、環境配慮型設備の導入や、環境に配慮した
金融商品・サービス等の提供など、環境問題に対して積極的に取り組んでおります。

・自転車を軸に、多様なパートナーとの協働を通じて、地域に賑わいを創り、持続可能な地
域経済の発展に寄与することをミッションとして、自治体等と連携し、イベントを共同で企画
するなど、交流人口の拡大と地域経済の発展に取組んでおります。

・その他、教育・文化・福祉等の様々な支援活動の取組みを通じて、社会・地域とのつなが
りを図ってまいります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「誠実かつ公正で透明性のある企業活動」を当社社員による全ての行動・判断の基準とな
るコンプライアンス憲章の一つとして掲げるとともに、ディスクロージャーとアカウンタビリ
ティの充実がより実効性のあるコーポレート・ガバナンスの構築のための重要課題であると
認識しております。



その他

【現在の社外取締役の状況】

社外取締役6名のうち女性2名を選任しております。

【多様性の確保について】

当社ではお客さま、当社及び当社グループ社員、地域社会をはじめとする様々なステーク
ホルダーからの期待に応え、責任を果たしていくうえで、社員がいきいきと、やりがい・達成
感・成長を感じながら日々の業務に邁進できる環境を整備することが重要だと考え、女性
活躍、障がい者への雇用機会の創出、様々な職歴をもつキャリア採用を積極的かつ継続
的に推進しつつ、それぞれの特性や能力を最大限活かせる職場環境の整備や人材育成
計画策定などの取組みを進めてまいりました。

＜女性の管理職登用の考え方と今後の方向性＞

当社は、管理職への女性の積極的登用という観点からキャリアアップに必要な能力や知
識、経験を得るため、社内及び社外研修等を行っています。

研修等を通じ、女性社員のキャリア意識を醸成し、幹部社員を目指す女性人材の裾野を広
げるとともに、社内ネットワーク作りやキャリアについて考える機会を提供しています。

【ダイバーシティ（女性の活躍などの多様性）への対応について】

女性の活躍推進

（１）役職者に占める女性比率の向上

（２）女性社員の長期的なキャリア形成支援（社内人材育成プログラムの実施・社外研修へ
の派遣）

（３）パートタイマー等に対し、正規雇用への転換試験を実施しキャリアアップを支援

（４）ロールモデルを示し、働き方の多様性を広げるため、様々なテーマにおける勉強会を
定期開催

※役職者の定義は当社職位アシスタントマネージャー以上とする。

＜女性活躍推進行動計画＞

[ 項 目 ] [　　　　　内　　　　　　容　　　　　]

計画期間 　2026年4月1日～2029年3月31日

目標数値　①役職者に占める女性社員比率30％以上を維持する。

　　　　　　　②男性育児休業取得率100％を維持する。

主な取組内容 （１）女性社員の長期キャリア形成のため、家庭と仕事の両立を支援する。

　　　　　 　　　　（２）女性社員の管理職育成を目的とした取組み

＜行動計画実施状況＞

[ 目　　標　　数　　値] [2026年3月31日時点（2025年3月31日時点）]

（１）役職者に占める　　　　　　　　 　32.8％（32.3％）

　　　女性社員比率30％以上

（２）男性育児休業取得率100%　　　　100％（100％）

＜参考指標＞　

[　　　項　　　目　　　] 　　　　　　　　　　　　　　　　　　[当社数値[基準等※3]（ ）内昨年度]

１）管理職（※1）に占める女性比率（※2） 　 　　　　　 　 　19.2％　　　20％以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17.1％）

２）採用者に占める女性の割合（※2） 　　　　　　　 　　　 　31.7％　　 20％以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33.3％）

３）正規雇用への転換数　（2025年度）　　　　 　　　　　 　　 16名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 （14名）

※1：管理職の定義は当社職位　マネージャー以上

※2：女性活躍推進法において公表が義務付けられている基礎項目

※3：厚生労働省の一般事業主行動計画策定時における目安

＜外国人の管理職登用の考え方と今後の方向性＞

当社は地域に密着した国内銀行業務を遂行するうえで、外国人採用に重点を置いており
ませんでした。多様性の観点から、業務の特性によっては外国人の採用についても検討を
開始しており、今後採用したあとに管理職の要件を充たしている場合には、国籍を問わず
登用する予定です。

＜中途採用者の管理職登用の考え方と今後の方向性＞

当社は、2026年3月31日時点において、中途採用者のうち当社管理職ポストにおける割合
は約15％程度、役員ポストは約70％を占めております。

今後も引き続き、経営人材、DX 等の専門人材の補完、女性・外国人等の多様性確保の観

点から、中途採用者の管理職への登用は新卒で入社している社員同様、管理職の要件を
充たしている場合には管理職へ登用をする方針であり、中途採用者の資質や専門性を鑑
みながら現状水準程度を維持する予定です。

＜多様性の確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針、その状況＞取組みは以下
のとおりです。

●社内・公募制度

社員のキャリア形成支援の一環として、主に専門性の高い部署を中心に、希望者の公募
を行っております。社員の希望部署への異動、チャレンジ、成長を支援する施策であり、エ
ントリー・選考等は秘匿性を持って行っております。



●産休育休制度の拡充

社員の育児環境を整え少子化へ歯止めをかけることは、きわめて重要な社会的責務であ
ると認識し、2021年10月に育児休業規程を改定、育児短時間勤務制度を未就学児の子ど
もがいる社員に、申出による時間外勤務の免除を中学校就学前の子どもがいる社員に拡
充し、法を上回る充実した制度を設けております。育児休業終了時には、転居や保育園等
を把握し、勤務地の考慮や復帰者を対象とした研修を実施しております。

●重度障がい者支援活動

1990年、重度障がい者に雇用機会を提供することで、社会的経済的自立を促進するととも
に、障がい者自らが技術習得を図ることを目的とした印刷会社、株式会社エイ・ピー・アイ
（特例子会社）を、静岡県・沼津市・スルガ銀行の共同出資のもと設立いたしました。同社で
は、当社で使用している伝票や帳票類の印刷、製本業務を行っており、当社の様々な業務
において使用しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

＜内部統制システム構築の基本方針＞

当社は、法令や定款に適合し、かつ適正な業務運営を遂行するために内部統制システムの構築が経営の最重要課題であるとの認識のもと、内
部統制システム構築の基本方針を定めています。取締役会はコンプライアンスを経営の最重要課題に掲げ、体制を整備し、企業理念の実現に向
け、全ての行動判断基準となるコンプライアンス憲章の実践に取り組んでいます。本基本方針に基づき構築される内部統制システムは、その実効
性を高めるために、定期的に運用状況を評価し、不断に見直されるものであります。

１.取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(１)取締役会は、職務決裁権限規程等を整備し、決裁区分を明確にするとともに、取締役会や取締役が執行を監督する体制整備を行います。

(２)当社の役職員による全ての行動・判断の基準となるコンプライアンス憲章を策定し、経営者は自らが率先して実践するほか、社員への継続的
な教育・研修などの機会に繰り返し伝えます。また、コンプライアンスの推進及びコンプライアンス・リスク管理の行動計画であるコンプライアンス・
プログラムを毎年度策定し、継続的にコンプライアンス憲章の浸透を図ります。

(３)役職員の行動基準となるコンプライアンス憲章を実践するうえで必要な事項を定めたコンプライアンス規程その他の関連規程を制定し、その徹
底を図ります。

(４)取締役会は、コンプライアンス憲章の実践を阻害する事象・要因をコンプライアンス・リスクと捉え、第2線及び第3線に十分な資源を配分した「ス
リーライン・ディフェンス」（第1線の営業店等、第2線のコンプライアンス統括部等のリスクに対する監視を行う管理部門、第3線の内部監査部）の枠
組みにより、執行部が、コンプライアンス・リスク管理態勢を整備・運用しているか、監視します。

①支店長をはじめとする営業店等（第1線）のリスク・オーナーシップを醸成して自律的なリスク管理を実現するとともに、支店長を補佐するコンプラ
イアンス・リーダー及びコンプライアンス・リーダーを支援するコンプライアンス・エリアサポーターを配置し、コンプライアンス・リスク管理の状況がコ
ンプライアンス統括部に報告される体制を整備し、牽制機能を発揮させます。

②リスクに対する監視を行う管理部門（第2線）は、独立した立場から、営業店等（第1線）の自律的なリスク管理を支援・牽制します。また、コンプラ
イアンス統括部は、コンプライアンス・リスクを全社的に把握・評価して統合的に管理します。

③社長直轄の内部監査部（第3線）が独立した立場からリスクベース・アプローチに基づき内部監査を実施し、各営業店のコンプライアンス・リスク
管理態勢等を監査するとともに、コンプライアンス統括部によるリスク管理態勢等を監査します。また、内部監査部は、経営に正確なアシュアラン
スと示唆のあるコンサルティングを提供する経営監査の実現に向けた体制整備を進めます。

（５）コンプライアンスの推進及びコンプライアンス・リスク管理に関する重要事項の審議機関として、コンプライアンス委員会を設置します。コンプラ
イアンス委員会において審議した内容は、定期的に取締役会に報告します。

（６）コンプライアンスを推進・実現する最高責任者としてＣＣＯ（Chief　Compliance　Officer）を設置します。

（７）役職員の法令違反等に関する通報を受け付ける内部通報制度やお客さまの苦情及び当局・銀行協会等を通じて把握した苦情・通報等のリス
ク情報が取締役会に適切に報告される体制を整備します。

（８）社員が法令違反等又はその可能性を認識した場合には、内部通報窓口又は所属長等に速やかに報告しなければならず、報告を受けた所属
長等は直ちにコンプライアンス統括部に報告しなければならないことを「コンプライアンス規程」等に定め、社員に浸透させます。またコンプライアン
ス統括部は、法令違反等の内容が重大である場合は、その内容を直ちにＣＣＯ及びリスク管理本部長に報告します。ＣＣＯは、必要に応じて速や
かに取締役会及び監査等委員会へ報告し、違法又は不適切な行為に対し、速やかに是正・再発防止措置を取るほか、経営に影響を与える恐れ
のある悪い知らせを速やかに組織的に共有し、対処することの必要性を社員に徹底します。

（９）内部通報制度の実効性を高めるため、役員の不正行為等の通報先として監査等委員通報窓口を設置します。受付担当監査等委員は、必要
がある場合にはＣＣＯに対して通報内容等を報告するほか、監査等委員会は、調査の結果、コンプライアンス違反行為等が認められた場合には、
コンプライアンス委員会に調査結果等を報告のうえ、再発防止策等の必要な措置を講じるよう勧告等を行うことができます。

（10）法令等に反する行為や不正な行為が認められた場合は、懲戒を含めた厳正な対処を行います。

（11）健全な企業文化を醸成するため、全ての役職員に対し融資業務や法令等遵守に関して銀行員として備えるべき知見を身につけさせる教育・
研修を実施する体制や中長期的な社員の成長や仕事に対する取組みなどのプロセスを重視した評価制度を整備します。

２.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）取締役の職務の執行に係る情報は、法令及び各種の社内規程等に基づき、各会議の議事録及び職務執行の重要な指示・伝達事項その他
の文書等を適切かつ確実に保存・管理します。また、取締役及び内部監査部がこれらの文書等を常時閲覧できる体制、及び執行部に対して報告
を求めることができる体制とします。

（２）情報資産の機密性、完全性、可用性確保の観点から、情報資産の重要度に応じて管理レベルを分け、情報の管理が有効に機能する体制とし
ます。

３.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当社は、適正なリスク管理態勢を構築するため、統合的リスク管理規程を整備し、統合的リスク管理部門を設置します。統合的リスク管理体
制の構築にあたっては、リスクアペタイト・フレームワークを用い、中期経営計画等の事業戦略と整合させつつ、持続可能なビジネスモデルを構築
する取組みを計画・実践・モニタリング・修正する体制を構築します。また、個別の各種リスク管理に関する社内規程等を整備し、信用リスクやコン
プライアンス・リスク、システムリスク、市場リスク等の個別のリスクを管理する各種リスク委員会を設置するとともに、銀行業務に関わる全てのリス
クを管理対象とする統合リスク管理委員会を設け、各種リスクを総括的に管理する体制を構築します。

（２）収益とリスクのバランスを最適化するために許容するリスクの種類とリスク量を明確化し、配賦したリスク資本の使用状況や収益性・健全性の
観点から予め設定した指標をモニタリングすることにより、リスク管理態勢の強化を図ります。

（３）融資審査管理態勢については、第1線の営業店等、第2線の審査本部等、第3線の内部監査部が組織的にリスク管理する「スリーライン・ディ



フェンス」の重要性を認識した態勢を構築します。営業店等のリスク・オーナーシップ（リスクテイクと管理の責任を負う主体であること）意識を醸成
する教育・研修を行い、融資相談段階から適正な与信判断を行う体制にします。

（４）リスク管理本部信用リスク管理室が貸出金ポートフォリオ分析その他各種信用リスク分析を行い、信用リスク委員会で審議及び報告された事
項を業務執行会議に報告するとともに、重要な審議・報告事項は、取締役会に報告する体制とし、信用リスク管理を適切に行います。

（５）重要な新商品・新サービスの導入時にはリスクアセスメントを実施し、リスクを評価し、業務執行会議で審議のうえ、取締役会へ報告します。ま
た、導入後の事後検証を実施し、コンプライアンス委員会に報告する体制を整備します。

（６）市場運用管理態勢については、市場金融部に市場運用を行う部門、リスク管理本部に市場・流動性リスクの管理部門を設け、牽制機能が発
揮できる態勢とします。また、ＡＬＭ委員会は有価証券等の保有状況、限度枠及び管理基準の順守状況と使用状況等のモニタリングを行い、審議
内容を業務執行会議へ報告し、必要に応じて取締役会へ報告します。

（７）内部監査部は、社長直轄として独立性を確保して監査を行い、監査等委員会との連携を強化します。内部監査部長は、内部監査の結果を、
月次で社長及び監査等委員会並びにコンプライアンス関連事項はコンプライアンス委員会に報告します。また、取締役会には3ヵ月に1度報告しま
す。当社のリスク・マネジメント、コントロール及びガバナンスに影響を及ぼす重大な事象を発見した場合には、速やかに社長及び監査等委員会並
びに取締役会に報告します。

（８）取締役会は、内部監査部がリスクアセスメントに基づく監査を行い、リスク管理態勢の有効性及び適切性に関する監査を行う体制を整備しま
す。

（９）災害や事故等の不測の事態発生時は、社内規程等に基づき、社長を本部長とする緊急対策本部を設置し、迅速な対応を行います。

４.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）代表取締役及び執行役員で構成し、社長を議長とする業務執行会議を設置し、業務執行に係る事項の審議を行います。業務執行会議の議
題、資料は全ての取締役にも共有し、議長は業務執行会議の内容を原則月１回取締役会に報告します。

（２）執行役員制度を採用して経営の意思決定・監督と業務執行を分離します。

（３）社長は、当社の最高経営責任者として、取締役会の定める方針に基づき、当社の業務を統括します。

（４）取締役会は、各種規程等により業務執行者の権限を明確にし、効率的な業務運営体制を整備します。

（５）取締役会は、当社の進むべき方向性及び具体的な数値目標を示した中期経営計画を審議し、進捗状況について定期的に報告させ、業務の
執行を監督します。

（６）取締役会は、任意の指名・報酬委員会を設置し、役員等の指名・報酬など重要な事項について取締役会に対して勧告を行う体制とします。

５.当社及び連結子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）取締役会は、執行部が、当社及び連結子会社等から成る企業集団の役職員にコンプライアンス憲章を浸透させることを支援、監視します。

（２）連結子会社等管理規程、監査等委員会に対する報告規程その他の社内規程等を定め、連結子会社等から総合企画本部企画部へ、事前協
議、報告を行う体制を整備するほか、連結子会社等の経営に重大な影響を与える事項については当社へ協議、承認を求める体制を整備します。

（３）内部監査規程を定め、当社の内部監査部が連結子会社等に対する内部監査を実施し、リスク管理の状況について、実効性のあるモニタリン
グ等を実施する内部監査態勢を整備・運用します。また、当社は、統合的リスク管理規程を定め、連結子会社等のリスク管理を行う体制とします。

（４）当社及び連結子会社等は、組織規程その他の社内規程等に基づき、連結子会社等の取締役等の職務の執行が適正かつ効率的に行われる
ことを確保する体制を構築します。

（５）当社及び連結子会社等は、使用人等がコンプライアンス上の問題につき直接コンプライアンス統括部及び外部の法律事務所等に報告・相談
できる窓口を設置するなど、実効的な内部通報制度を整備し、運用します。

（６）当社及び連結子会社等は、会計基準その他関連する諸法令等を遵守し、財務報告の適正性を確保するための内部管理体制を整備します。

６.監査等委員会の職務を補助すべき使用人及び当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性並びに当該使用人に対
する指示の実効性確保に関する事項

（１）監査等委員会に直属する監査等委員会事務局を設置し、監査等委員会の職務の補助に専従する使用人を置きます。

（２）監査等委員会補助者は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）から独立した立場を堅持し、監査等委員会の指揮命令に従います。監査
等委員会補助者の人事考課、人事異動、懲戒処分は、監査等委員会の同意を得ます。

（３）内部監査部が監査等委員会から監査、報告等の要請を受けた場合は、当該要請に関しては専ら監査等委員会の指示に従い、社長の指揮命
令を受けません。

（４）内部監査部長の人事考課、人事異動、懲戒処分については、監査等委員会の同意を得たうえで行います。

７.当社及び連結子会社等の取締役（当社の監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員
会に報告をするための体制及び監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体
制

（１）当社及び連結子会社等の取締役（当社の監査等委員である取締役を除く。）及び使用人等又はこれらの者から報告を受けた者が、法令及び
社内規程等に基づき監査等委員会に報告を行います。また、監査等委員会は、業務執行に関する事項の報告を求めることができます。

（２）当社及び連結子会社等は、監査等委員会に報告をした者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な取扱いを行いません。

（３）監査等委員会は、必要に応じ、当社及び連結子会社等の会計監査人、取締役（当社の監査等委員である取締役を除く。）、内部監査部、コン
プライアンス統括部等に属する使用人その他の者に対して報告を求めることができます。

（４）監査等委員会が選定する監査等委員は、業務執行会議及びリスク委員会規程に定める各リスク委員会並びにコンプライアンス委員会に出席
し、意見を述べることができます。

（５）監査等委員会は、内部監査部が実施した連結子会社等に対する内部監査結果について、内部監査部から報告を受けます。

８.監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項その他
監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(１) 監査等委員会は、会計監査人、内部監査部、コンプライアンス統括部とそれぞれ又は複数の部門で、定期的に意見交換を行うなど連携を強

化するとともに、代表取締役と定期的に会合を持ち、相互認識を深めます。

(２) 監査等委員会は、監査等委員の円滑な職務の遂行を確保するため、独自に顧問弁護士と契約し、必要に応じて助言を得ることができます。

(３) 監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）に係る費用等については、請求があれば速やかに支払い、必

要に応じて前払いを行います。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社及び連結子会社等は、公共の信頼を維持し、業務の適切性・健全性を維持するために、反社会的勢力とは銀行での取引のみならず、他社と
の提携による金融サービスの提供などの取引を含め、グループ一体となって一切の関係を遮断し、反社会的勢力を排除することとし、その旨を内



容とする基本方針を定め、ホームページにて公表します。

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況

①社内規則の整備状況

上記（１）の基本方針に則り、具体的な内容を社内規程等に定めます。

②対応統括部署及び不当要求防止責任者

コンプライアンス統括部内に金融犯罪対策室を設置し、反社会的勢力に関する対応を統括する専門部署として、反社会的勢力との取引排除に関
する企画・統括等の対応を行います。

また、不当要求防止責任者を各営業拠点・本部部署等に設置し、反社会的勢力からの不当要求に対応する体制を整備します。

③外部の専門機関との連携状況

コンプライアンス統括部金融犯罪対策室が、反社会的勢力に対する情報収集及び分析を行うとともに、同室が情報を一元的に管理し、警察、暴力
団追放運動推進センター、反社会的勢力対応を専門とする弁護士、ＡＭＬ／ＣＦＴにかかる態勢整備を専門とする外部コンサルティング会社等、外
部専門機関との緊密な連携体制を構築するほか、各営業店においては、最寄の警察署等との協力体制を構築します。

また、反社会的勢力への対処にあたっては、役職員の安全を最優先に確保します。

④反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況

コンプライアンス統括部金融犯罪対策室が、反社会的勢力に対する情報収集及び一元的な管理を行います。

⑤対応マニュアルの整備状況

反社会的勢力への対応に関する規程等を整備し、反社会的勢力に対する対応方法を規定するとともに、反社会的勢力との取引謝絶及び取引解
消に係る有効性を検証し、継続的に見直しを行います。

⑥研修活動の実施状況

反社会的勢力への対応につき、反社会的勢力との一切の関係遮断や、ＡＭＬ／ＣＦＴ及び金融犯罪等に係る顧客管理の強化について、その必要
性の認識を深め、対応策について十分な理解を得るため、役職員に対し研修活動を継続的に実施します。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社では、会社法施行規則第118条第3号に定める基本方針は策定しておりませんが、財務及び事業の方針の決定を支配することを目的とした
当社株式の大量取得行為の対象とならないよう、株主価値の向上、より実効性のあるコーポレート・ガバナンスの構築・運営、株主・顧客・社員・地
域社会などのステークホルダーとの信頼関係の維持に努めております。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

＜適時開示体制の概要＞

当社は、投資者の視点に立った迅速、正確かつ公正な会社情報の開示を適切に行うことを目的として、「会社情報の開示に関する規程」を制定
し、会社情報の開示に係る社内体制の維持・向上に努めてまいります。本規程において、当社及び連結子会社等における決定事実に関する情
報、発生事実に関する情報若しくは決算等に関する情報で重要な会社情報を迅速、正確かつ公平な開示に努めるよう定めております。



株主総会

リスク委員会

業務執行会議

会計監査人

監査等委員会

内部監査部

取締役会

選任・解任選任・解任

提案・報告

報告 監督

選任・
解任

選解任・不再任
議案の決定

報告

報告

監査

報告

営業店等報告
報告

指示

指示

報告

指名・報酬委員会

諮問

代表取締役
社長

報告

選定・解職

勧告

サステナビリティ
推進委員会

監査

提案・報告

会計
監査

報告

指示

指示

本部部門

報告

コンプライアンス
委員会

提案・報告



 

 

情報開示に係る組織体制図 

 

１．決定事実に関する情報 

     会社の重要な施策に係る決定事実に関する情報は、取締役会等の承認後直ち

に情報開示を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．発生事実に関する情報 

     会社の重要な施策に係る発生事実に関する情報は、業務執行会議等の承認後

直ちに情報開示を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．決算に関する情報 

     決算内容に関する情報は、取締役会等の承認後直ちに情報開示を実施します。 
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